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特定の商品やサービスへの熱烈なファン

関係の”強い”人口(熱烈なファン) ⇒ 新たな担い手

人口500人の石巻市雄勝町に、国内海外から年間１万人が訪れる自然体
験施設。熱烈なファンたちがボランティア・PRで関わり続けている。

経営者のビジョンに共感した兼業人材

気仙沼の土木工事事業者が立ち上げた、インドネシアの技能実習生の暮らしを
支えるハラルフード対応レストラン事業に、2名の兼業人材が東京から参画。

第二村民という関わり方

秋田県五城目町で取り組む「100万人の村」を目指したシェアビレッジ
構想。年会費(年貢)を納めれば誰もが村民になれる。

まちのビジョンに共感して関わる都市部企業

日南市のシャッター商店街にはIT企業が続々とサテライトオフィスを進出。
15社の誘致により、120名の若者の定着にもつながっている。

個別
事業者

まち
全体

ファン 担い手

なぜ「関係人口」なのか？



人口減少は続く中で、地域の生産性や総合的な起動力を高めることが必要。地域内の民間プレイヤーはもちろん、地
域外から関わる熱烈な仲間（ファン）が、地方創生の担い手となっていき、相互に刺激を与えていく構造へ。
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なぜ「関係人口」なのか？

企業（域外/域内）が雲南市を活動フィールドとして、
地域と協働しながら社会課題解決・新たな価値創造を目指した
様々なチャレンジを行い、社会実装まで目指す取組み

雲南ソーシャルチャレンジバレー（2019.4～）

ヤマハ発動機と地元自動車関
連業者が連携し、地域の実情
に応じたスローモビリティ運
行の実証実験を今年10月よ
り開始。他にも竹中工務店や、
不動産事業、大手通信事業、
教育ベンチャーなどが多数手
を挙げている。

地域内の
担い手

地域外の
担い手

地域の生産性や総合的な起動力を高めることが地方創生の
重要なテーマ。担い手は地域内だけでなく、地域外からも。

ゼロサム
ゲーム 青天井

日本全体で人口減少は続く中、定住人口を増やす試みはゼ
ロサムゲームになるが、関係人口は「青天井」に増やせる。
地域の頑張りが成果として生まれやすい。

＋
理由① 理由②



関係人口が広がり、それが地方創生に活かされていくためには、地域内の担い手の活性化が不可欠になる。単に、
関係人口だけを広げようとイベントやツアーだけをやっても、一過性で終わり、地域には積みあがっていかない。
政策のプライオリティを見直し、進化させていくために取り組むべきことは何か
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オープンで自律発展的な地方創生の第二フェーズへ

※釜石市オープンシティ戦略室資料より抜粋

参考：地域住民の地域参画度合いと
地域に人を呼び込みたいという感情の相関性

地域内の
担い手
の活性化

地域外の
担い手

(関係人口)
の活性化

相互に刺激し合いながら
まちの「起動力」が高まる相乗効果へ

地方創生をオープン化し、
「我がごと」とする発想

一過性のイベントではなく、
トータルなプロデュースが必要
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第二フェーズへの進化のために

自治体職員内の
推進体制

中間支援機能の
構築・育成

「チーフ関係人口
オフィサー」

• 関係人口へのプライオリティを高め、
それを推進する副市長級のポジショ
ンを設置。外部人材の登用も。

※参考：スペインのバスク地方では、副知事的なポジシ
ョンに「アトラクションディレクター」を設置。海外からの企業
やスタートアップ誘致を進めている。

• 地方創生を地域内外の担い手とと
もに進めていく「協働」意識を醸成
していく推進体制の構築。

• 部門横断の「地方創生推進チー
ム」の組成など。

• 地域内外の人材発掘や育成を担
う「まちの人事部」機能を担う中間
支援組織を構築・育成。

• 専門性やノウハウを蓄積し、自治
体との戦略的パートナーへ。

釜石市では震災後に総務省から赴任した若手
副市長が中心となりオープンシティ戦略を推進

雲南市では中間支援組織「NPO法人おっち
ラボ」と行政がタッグを組んで推進

西粟倉村の地方創生推進班には、部門横
断で村役場職員の半数近くが参加

政策のプライオリティを見直し、進化させていくために取り組むべきことは何か



参考資料：ビジネス関係人口

- 関係人口のもつ課題：定量的な測定が困難であり、実態把握が進んでいない
> そこで、Sansan DSOCではNPO法人ETIC.と共同でビジネス上の関係人口を推算

- 定義：直接その地域で主業を営んでいるわけではないが、営業活動や視察など
を通して、その地域と間接的に関わっているビジネスパーソンの数

- データ：個人向け名刺アプリ「Eight」における名刺交換データ
> ある市区町村の名刺を取り込んだことのあるユーザー数を集計

- なお、同じ地域間での交換は除外する

> 名刺交換の背後には物理的な出会いが存在
- 会話などを通して、企業が立地する地域の情報や魅力が伝達されている可能性

> 期間：2018/01/01-12/31

- 市区町村の従業員数で除算した「調整済みビジネス関係人口」の順位を作成
> 従業員数は「平成28年経済センサス-活動調査」に準拠

6※分析に当たっては、 Eightのデータについて個人を匿名化した名刺の情報をEightの利用規約で許諾を得ている範囲において使用している。

寺田委員資料



調整済みビジネス関係人口
上位自治体
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考察

- 公式的統計には現れにくい草の根での取り組みが盛んな自治体が上位
- ローカルベンチャー：第1位の西粟倉村（岡山県）・第2位の上勝町（徳島県）
- エコツーリズム：第3位の東村（沖縄県）・第5位の新庄村（岡山県）
- ビジネス上の関係人口のため、中井町（神奈川県）や多賀町（滋賀県）などの
工業団地が立地する自治体も存在

- 今後の課題
- ビジネス関係人口が地域活性化の中間的KPIとして堪え得る指標なのかを検証
- 時系列的な推移に着目し、急激にビジネス関係人口が伸びている地域を探索
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